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第１部 計画の概要 

1 

１ 計画策定の趣旨 

わが国では、急速な少子化・核家族化の進行や地域・家庭を取り巻く環境の変化に対応し、次

代を担う子どもを健やかに生み育てる環境整備を図るため、平成 15 年に「少子化社会対策基本法」

及び「次世代育成支援対策推進法」を制定し、その後、平成 16 年６月に「少子化社会対策大綱」、

12 月には「子ども・子育て応援プラン」が制定されました。「次世代育成支援対策推進法」では、

「少子化社会対策基本法」の理念を具体化するために、地方公共団体や企業に行動計画の策定が

義務付けられています。 

その後も少子化の進行は続き、更に、子育ての孤立感や負担感の増加、都市部を中心とした深

刻な待機児童問題が表層化し、子ども・子育て支援の質・量の不足などを解消するため、平成 24

年８月には「子ども・子育て関連３法」が制定されました。平成 25 年の「少子化危機突破のため

の緊急対策」では、これまでの「子育て支援」及び「働き方改革」に加え「結婚・妊娠・出産支

援」を新たな対策の柱として推進することで、結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」の総

合的な政策の充実・強化を目指すこととされました。そして、平成 27 年に「子ども・子育て関連

３法」に基づき「子ども・子育て支援新制度」が施行されました。この新制度では、幼児期の質の

高い教育・保育を総合的に提供し、待機児童解消、地域の子育て支援の充実を推進していくこと

としています。 

令和５年には「こども基本法」が施行され、こども・子育て世帯だけでなく、20代、30代らを

含めた若者が、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、将来にわたって幸せ

な状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる、「「こどもまななか社会」の実現を目指す

取組を推進していくこととしています。また、令和４年の「「児童福祉法等の一部を改正する法律」、

令和６年の「「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」の成立により、「「こども家庭センタ

ーの設置」「「子子関形成成支援業業」や「「乳幼児等通園支援業業」等、新たな業業が子ども・子育

て支援業業として位置づけられ、計画的な整備が求められています。 

涌谷町においては、「次世代育成支援対策推進法」に基づき、平成 17 年３月に「涌谷町次世代

育成支援（前期）行動計画」、平成 22 年３月に「涌谷町・安心子育て支援プラン（涌谷町後期行

動計画）」を策定、令和２年には見直しを行い、次代を担う子どもと子育て家庭に関する施策を推

進しました。こうした中、令和２年に策定された「涌谷町・安心子育て支援プラン（第２期涌谷

町子ども・子育て支援業業計画）」が令和６年度に最終年度を迎えたことから、地域社会環境や子

ども・子育て家庭のニーズの変化、これまでの進捗状況や課題を整理し、令和７年度からの５年

間を計画期間とする「涌谷町・安心子育て支援プラン（第３期涌谷町子ども・子育て支援業業計

画）」を策定し、一人ひとりの子どもが健やかに成長できる環境の実現を目指します。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61条第１項に基づく、市町村子ども・子育て支援業業計画

として位置付けます。国で示す「子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援業業計画の

基本指針」に基づき、町が取り組むべき方策の達成目標や実施時期を明らかにして、計画的に取

組を推進します。 

また、本計画の策定に当たっては、町の上位計画である「第五次涌谷町総合計画後期基本計画」

や関連計画との整合、連携を図ります。 

 

３ 計画の期間 

本計画は、子ども・子育て支援法で規定する令和７年度から令和 11 年度までの５年間を計画期

間とします。また、計画期間中においても、社会経済情勢や町の状況の変化、子育て家庭の保育・

教育ニーズ等に対応するため、必要に応じて見直しを行います。 

 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

令 和 

８年度 

令 和 

９年度 

令 和 

10 年度 

令 和 

11 年度 

  

 

４ 計画の策定方法 

（１）涌谷町子ども・子育て会議 

関形者及び町民の意見を広く聴取するため、学校教育・保育関形者、関形団体、有識者などか

らなる「涌谷町子ども・子育て会議」を設置し、業業計画における量の見込み、計画素案等につ

いて、協議しました。 

 

（２）アンケート調査の実施 

子ども・子育て支援に関するサービスの利用実態等を調査し、その量的及び質的なニーズを把

握するため、涌谷町内に居住する小学生未満の子どもがいる世帯及び 18 歳以上 39 歳未満の町民

を対象として、令和６年４～５月に「子ども・子育て支援業業計画策定のためのアンケート調査」

を実施しました。 

 

涌谷町・安心子育て支援プラン 

（第２期子ども・子育て支援事業計画） 

涌谷町・安心子育て支援プラン 

（第３期子ども・子育て支援事業計画） 



 

 

 

 

 

第２部 

子ども・子育て環境の

現状と課題 
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5 

１ 涌谷町の子ども・子育て家庭を取り巻く状況 

１-（１）人口の推移 

本町の総人口は減少傾向にあり、平成 27 年の 17,113 人から令和６年には 2,633 人（15.4％）

減少し、14,480 人となっています。年齢３区分別にみると、年少人口および生産年齢人口が減少

する一方で老年人口は増加傾向が続いており、高齢化率も 40.3％まで上昇しています。 

今後も人口減少、少子高齢化の傾向が続くものと見込まれます。 

【年齢３区分別人口の推移】 

出典：住民基本台帳（各年 4月 1 日現在） 

【年齢３区分別人口割合の推移】 

 
出典：住民基本台帳（各年 4月 1 日現在） 
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１-（２）出生数・率の状況 

本町の出生数は、増減があるものの概ね減少傾向が続き、平成 26 年には 90 人でしたが、

令和５年には 49人となっています。人口千人あたり出生数（出生率）も減少傾向となって

います。 

【出生数・率の推移】 

出典：人口動態総覧 
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１-（３）子ども・子育て世代の転入・転出の状況 

子ども（０～９歳）および子育て世代（25～39 歳）の転入・転出の状況をみると、子ども、子

育て世帯ともに、転出者数が転入者数を上回る転出超過の年が多くなっています。子どもにおい

ては、令和４年から転入者数が転出者数を上回る転入超過となっていますが、子育て世帯は転出

超過が続いています。 

【子どもの転入・転出の状況】 

 

出典：住民基本台帳移動報告 

【子育て世代の転入・転出の状況】 

 

出典：住民基本台帳移動報告 

 

  

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

0歳～4歳 21 31 18 15 22 21

5歳～9歳 12 13 4 18 9 10

計 33 44 22 33 31 31

0歳～4歳 34 35 25 31 15 17

5歳～9歳 13 13 14 15 5 8

計 47 48 39 46 20 25

転入

転出

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

25歳～29歳 62 48 50 47 34 42

30歳～34歳 49 48 42 34 39 35

35歳～39歳 27 27 21 18 25 19

計 138 123 113 99 98 96

25歳～29歳 72 72 71 81 40 59

30歳～34歳 63 53 59 54 46 38

35歳～39歳 39 41 34 37 22 28

計 174 166 164 172 108 125

転出

転入
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１-（４）世帯数の推移 

本町の世帯数は増加傾向となっており、平成 27 年の 5,998 世帯から令和６年には 5,980 世

帯となっており、大きな変化はありませな。一方で、１世帯あたり人員は減少し続けており、

核家族世帯、単独世帯の増加がうかがえます。 

 

【世帯数・１世帯あたり人員の推移】 

 

出典：住民基本台帳（各年 4月 1 日現在） 

 

 

 

  

5,998 6,030 6,069 6,057 6,057 6,010 5,994 5,970 6,009 5,980

2.85 2.80 2.76 2.72 2.67 2.6 2.6 2.5 2.5 2.4 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成27年平成28年平成29年平成30年平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

世帯数 1世帯あたりの人員（人/世帯）

（世帯） （人）



第２部 子ども・子育て環境の現状と課題 

9 

１-（５）世帯構成の状況 

本町の世帯構成の状況をみると、平成 22 年から令和２年にかけて単独世帯及び核家族世帯が増

加し、３世代世帯が減少しています。宮城県や全国と比べると、単独世帯の割合が低く、３世代

世帯の割合が高い特徴がみられます。 

子どもがいる世帯の状況をみると、６歳未満の子どもがいる世帯、18歳未満の子どもがいる世

帯ともに減少傾向にありますが、いずれも平成 22年から令和２年にかけて核家族世帯の割合が増

加しており、令和２年には、５割以上が核家族世帯となっています。 

【世帯構成別世帯数・割合の推移と比較】 

 

出典：国勢調査 

【子どもがいる世帯数・割合の推移】 

 

出典：国勢調査 

 

 

  

宮城県 全国

令和２年 令和２年

世帯数 割合 世帯数 割合 割合 割合

一般世帯 5,483 － 5,430 － － －

　うち単独世帯 984 17.9% 1,276 23.5% 36.9% 38.0%

　うち核家族世帯 2,795 51.0% 2,907 53.5% 51.7% 54.1%

　うち３世代世帯 1,294 23.6% 848 15.6% 6.9% 4.2%

涌谷町

平成22年 令和２年

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

６歳未満の子どもがいる世帯数 512 － 462 － 358 －

うち核家族世帯 220 43.0% 223 48.3% 211 58.9%

うち母子世帯 15 2.9% 9 1.9% 14 3.9%

うち父子世帯 1 0.2% 0 0.0% 1 0.3%

１８歳未満の子どもがいる世帯数 1,393 － 1,247 － 1,051 －

うち核家族世帯 609 43.7% 586 47.0% 568 54.0%

うち母子世帯 73 5.2% 76 6.1% 70 6.7%

うち父子世帯 10 0.7% 8 0.6% 5 0.5%

令和2年平成22年 平成27年
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１-（６）婚姻・離婚の状況 

本町の婚姻、離婚の状況をみると、婚姻件数は増減があるものの概ね減少傾向にあり、人口千

人あたり婚姻件数（婚姻率）も同様の傾向となっています。離婚件数は、前年から大きく増加し

た令和２年を除いて、平成 26年から概ね横ばいで推移しており、人口千人あたり離婚件数（離婚

率）も同様の傾向となっています。 

【婚姻件数・率の推移】 

 

出典：人口動態統計 

【離婚件数・率の推移】 

 

出典：人口動態統計 
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１-（７）女性の労働力率 

女性の年齢別労働力率の状況について、平成 22 年から令和２年の変化をみると、子育て世代で

は、20～24 歳以外の年齢で労働力率が増加しており、特に 25～29 歳及び 50 歳以上で大きく増加

しています。 

宮城県と比べると、全ての年齢で本町が宮城県の労働力率を上回っており、特に 20～49 歳の労

働力率が高くなっています。 

【年齢別_女性の労働力率の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-（８）女性の従業上の地位 

女性の従業上の地位の状況をみると、平成 22 年から令和２年にかけて、正規職員・従業員の割

合がやや増加し、派遣・パート・アルバイト等、役員・自営業、家族従業・内職の割合がやや減少

しています。 

【女性の従業上の地位の状況】 

 

出典：国勢調査 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成22年

令和2年

正規職員・従業員 派遣・パート・アルバイト等 役員・自営業 家族従業・内職 その他

出典：国勢調査 

平成22年 令和2年
宮城県

（令和２年）

15-19歳 10.8 15.9 14.7
20-24歳 80.8 76.0 64.3
25-29歳 78.9 87.9 75.2
30-34歳 78.1 80.7 70.8
35-39歳 77.9 82.8 71.1
40-44歳 80.3 84.3 74.5
45-49歳 80.4 86.1 75.6
50-54歳 74.0 82.8 74.3
55-59歳 63.0 74.8 70.4
60-64歳 37.5 63.0 57.3
65-69歳 25.0 40.0 36.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成22年 令和2年 宮城県

（令和２年）

（％）
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２ 保育所・幼稚園・小学校の状況 

２-（１）教育・保育施設 

令和６年４月現在、町内には保育所が３か所、幼稚園が４か所。認定こども園が１か所

設置されています。保育所では、定員 144 人に対し入園者数が 98人、充足率 68.1％、幼稚

園では、定員 530 人に対し入園者数が 116 人、充足率 21.9％、認定こども園では、定員 75

人に対し入園者数 57 人、充足率 76.0％となっています。 

【教育・保育施設の状況】 

 

 

２-（２）放課後児童クラブ 

令和６年４月現在、町内には３か所の放課後児童クラブが設置されています。定員 222

人に対し入所者数は 202 人、充足率 91.0％となっています。 

【放課後児童クラブの状況】 

 

 

  

定員 入所者数 充足率

わくわくスマイル児童クラブ 160 144 90.0%

杉の子児童クラブ 33 30 90.9%

小里箟岳児童クラブ 29 28 96.6%

合計 222 202 91.0%

放課後児童クラブ

施設名

定員 入所者数 充足率

さくらんぼこども園 45 25 55.6%

涌谷保育園 50 35 70.0%

涌谷修紅幼稚舎 49 38 77.6%

小計 144 98 68.1%

涌谷幼稚園 160 41 25.6%

涌谷南幼稚園 160 26 16.3%

ののだけ幼稚園 120 19 15.8%

さくらんぼこども園 90 30 33.3%

小計 530 116 21.9%

こどもの丘 75 57 76.0%

小計 75 57 76.0%

749 271 36.2%

施設名

保育所

認定こども園

幼稚園

合計



第２部 子ども・子育て環境の現状と課題 

13 

22.6

17.1

11.1

12.9

15.2

33.3

23.4

17.9

22.2

25.8

36.2

33.3

6.5

10.1

0.0

8.9

3.5

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

男性（n=124）

女性（n=257）

答えたくない（n=9）

18～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

40～44歳 45歳以上 無回答

３ アンケート調査結果からみる現状と課題 

本計画策定にあたり、小学生未満のお子さながいる世帯及び 18 歳以上 39 歳以下の町民を対象

として、令和６年４～５月に「子ども・子育て支援業業計画策定のためのアンケート」を実施し

ました。 

 

回答種別 配付数 回収数 無効票※ 
有効 

回収数 

有効 

回収率 

子ども・子育て支援事業計画策定の

ためのアンケート調査 
1,472票 403 票 11 票 392 票 26.6％ 

※無効票は、全問無回答のものです。 

 

 

３-（１）回答者の属性 

① 年齢・性別 

○ 回答者の性別年齢構成比は以下のとおりです。 

【性別（年齢別）】 
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74.2

51.4

3.2

23.3

3.2

5.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

男性（n=124）

女性（n=257）

常勤の勤め人（正社員・正職員） パート・アルバイト 契約社員・派遣社員

自営業・家族従業 在宅勤務・内職 家事専従

学生 無職 その他

無回答

② 就労状況 

○ 「常勤の勤め人（正社員・正職員）」は、男性が 74.2％、女性が 51.4％となっています。 

【就労状況（性別）】 
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38.7

29.9

27.7

16.1

0.0

0.0

0.7

0.0

2.2

1.5

16.8

0.0

55.5

46.0

37.2

32.1

4.4

1.5

2.2

0.0

5.8

0.7

4.4

2.2

0％ 20％ 40％ 60％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所（保育園）

認定こども園

小規模保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

ファミリーサポートセンター

その他

いずれも利用したいと思わない

無回答

利用している

（n=137）

利用したい

（n=137）

３-（２）お子さんの「定期的な」教育・保育の利用について 

① 教育・保育事業の利用状況、利用意向 

○ 教育・保育業業の利用状況をみると、幼稚園が 38.7％、認可保育所が 27.7％、認定こども

園が 16.1％となっています。また、幼稚園の預かり保育を利用している人が 29.9％で、幼稚

園利用者の８割近くが預かり保育を利用しています。 

○ 利用意向をみると、「幼稚園」、「認可保育所」、「「認定こども園」の順に高く、利用状況と同

様に、幼稚園利用者の約８割が預かり保育の利用を希望しています。 

 

【教育・保育事業の利用状況、利用意向】 
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32.1

40.1

12.4

10.2

5.1

0％ 20％ 40％ 60％

利用する必要はない

ほぼ毎日利用したい

週に数回利用したい

月に数回利用したい

無回答

n=137

48.2

8.8

37.2

5.8

69.3

0.7

25.5

4.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

利用する必要はない

ほぼ毎週利用したい

月に1～2回利用したい

無回答

土曜日の教育・保育の利用意向

（n=137）
日曜日の教育・保育の利用意向

（n=137）

② 平日の延長保育や土曜日や日曜祝日の利用希望 

○ 定期的な教育・保育業業における平日の延長保育の利用意向をみると、52.5％が「週に数

回以上利用したい」と回答しています。 

○ 定期的な教育・保育業業における土曜日や日曜祝日の利用意向をみると、土曜日は、「「利用

する必要はない」が 48.2％、「「ぼ 毎週利用したい」と「月 1～2回利用したい」を合わせた

『利用したい』が 46.0％、日曜日は、「利用する必要はない」が 69.3％、『利用したい』が

26.2％となっています。 

【平日の延長保育の利用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土曜日や日曜祝日の利用意向】 

 

  



第２部 子ども・子育て環境の現状と課題 

17 

40.9

23.4

5.1

3.6

3.6

2.2

40.1

0.7

0％ 20％ 40％ 60％

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリーサポートセンター

子育て短期支援事業

ベビーシッター

その他

利用するつもりはない

無回答

n=137

70.0

41.9

30.0

54.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

病気やケガで保育所等を

利用できないことがあった

（n=80）

病気やケガで保育所等を

利用できないことはなかった

（n=31）

できれば病児・病後児のための保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

無回答

３-（３）お子さんの「不定期な」教育・保育の利用について 

① 不定期に利用したい教育・保育事業 

○ 不定期な教育・保育と利用意向をみると、「一時預かり」が 40.9％、「幼稚園の預かり保育」

が 23.4％となっています。「利用するつもりはない」は 40.1％となっています。 

 

【教育・保育事業の利用状況、利用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-（４）お子さんの病気の際の対応について 

① 病児・病後児のための保育施設等の利用意向 

○ 病気やケガで保育所等を利用できなかった経験の有無別に病児・病後児のための保育施設

等の利用意向をみると、保育所等を利用できないことがあった方の 70.0％が「できれば利用

したい」と回答しています。 

【病児・病後児のための保育施設等の利用意向】 

（病気やケガで保育所等を利用できなかった経験の有無別） 
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0.0

0.0

12.5

10.0

0.0

0.0

18.8

30.0

8.3

10.0

0.0

2.9

81.3

70.0

79.2

75.0

100.0

97.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0歳（n=16）

1歳（n=10）

2歳（n=24）

3歳（n=20）

4歳（n=30）

5歳（n=35）

よく利用している たまに利用している 利用していない 無回答

３-（５）お子さんの子育て支援事業の利用について 

 

① 子育て支援センターの利用状況 

○ 年齢別に子育て支援センターの利用状況をみると、お子さなの年齢が３歳以下では２～３

割が「利用している」と回答しています。 

【子育て支援センターの利用状況（お子さんの年齢別）】 
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22.9

28.6

22.9

25.7

74.3

2.9

5.7

0.0

2.9

60.0

22.9

25.7

14.3

42.9

0.0

8.6

0.0

14.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

自宅

祖父母宅や親せき宅・友人・知人宅

習い事

放課後子ども教室

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリーサポートセンター

その他（公民館、公園など）

特にない

無回答

低学年（n=35）

高学年（n=35）

３-（６）小学校就学後の放課後の過ごし方について 

① 平日の放課後を過ごさせたい場所 

○ 小学校就学後に平日の放課後を過ごさせたい場所をみると、低学年では「放課後児童クラ

ブ（学童保育）」が 74.3％となっていますが、高学年では「自宅」が 60.0％で最も多くなっ

ています。 

【平日の放課後を過ごさせたい場所】 
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51.1

32.1

12.4

4.4

84.7

3.6

2.9

8.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

フルタイム

パート・アルバイト等

現在は就労していない

無回答

母親（n=137）

父親（n=137）

22.6

52.6

8.0

12.4

4.4

2.2

13.1

0.7

75.9

8.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

働いていなかった

取得した

現在取得中である

取得していない

無回答

母親（n=137）

父親（n=137）

３-（７）保護者の就労状況について 

① 就労状況 

○ 就労状況をみると、父子の 88.3％、母子の 83.2％が「「働いている（フルタイム・パート・

アルバイト等）」と回答しています。 

【就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 育児休業の取得状況 

○ 育児休業の取得状況をみると、母子の 60.6％、父子の 13.8％が育児休業を「取得した」も

しくは「取得中」と回答しています。「「取得していない」人は、母子が 12.4％、父子が 75.9％

となっています。 

【育児休業の取得状況】 
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69.4

13.9

8.3

5.6

2.8

77.8

16.7

0.0

0.0

5.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

希望するタイミングで復帰した

希望するタイミングよりも早く復帰した

希望するタイミングよりも遅く復帰した

育児休業中に離職した

無回答

母親（n=137）

父親（n=137）

51.5

16.7

28.8

3.0

82.4

0.0

17.6

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

利用しなかった

利用したかったが、利用できなかった

利用した

無回答

母親（n=137）

父親（n=137）

③ 育児休業取得後の職場への復帰状況 

○ 育児休業取得後の職場への復帰状況をみると、母子、父子とも７割程度が「希望するタイ

ミングで復帰した」となっています。一方、母子の 22.2％は希望するタイミング以外での復

帰となっています。 

【育児休業取得後の職場への復帰状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 短時間勤務制度の利用状況 

○ 短時間勤務制度の利用状況をみると、父子の 82.4％が「利用しなかった」と回答していま

す。 

【短時間勤務制度の利用状況】 

 

 

 

 

 

  



 

22 

0.8

11.1

71.4

0.0

0.0

39.8

73.0

28.6

75.0

0.0

49.6

12.7

0.0

25.0

100.0

6.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

楽しいと感じることのほうが多い

（n=123）

楽しいと感じることと辛いと

感じることが同じくらい（n=63）

辛いと感じることのほうが多い

（n=7）

わからない（n=4）

その他（n=1）

非常に不安や負担を感じる なんとなく不安や負担を感じる
あまり不安や負担を感じない まったく不安や負担を感じない
どちらともいえない 無回答

３-（８）子育てについて 

① 子育ての感じ方 

○ 子育てに感じる不安感・負担感別に子育ての感じ方をみると、子育てが辛いと感じている

方ぼど、子育てに不安や負担を感じている傾向となっています。 

 

【子育ての感じ方（子育てに感じる不安感・負担感別）】 
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56.9

39.0

22.8

30.1

17.1

13.8

11.4

4.9

5.7

16.3

2.4

0.0

69.8

41.3

61.9

25.4

31.7

19.0

6.3

9.5

11.1

1.6

3.2

0.0

100.0

42.9

100.0

14.3

14.3

42.9

28.6

57.1

0.0

0.0

28.6

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

子育てで出費がかさむ

自分の自由な時間が持てない

子育てによる精神の疲れが大きい

子育てによる身体の疲れが大きい

仕事が十分にできない

夫婦で楽しむ時間がない

住居が狭い

子育てが大変なことを

身近な人が理解してくれない

子どもが病気がちである

負担に思うことは特にない

その他

無回答

楽しいと感じることのほうが多い

（n=123）

楽しいと感じることと辛いと

感じることが同じくらい（n=63）

辛いと感じることのほうが多い

（n=7）

② 特に負担に思う子育ての内容 

○ 子育てに感じる不安感・負担感別に特に負担に思う子育ての内容をみると、子育てに感じ

る不安感・負担感にかかわらず「子育てに出費がかさむ」が最も多くなっています。 

○ 子育てを辛いと感じている方ぼど、「子育てによる精神的な疲れ」や「身近な人が大変さを

理解してくれない」ことに負担に感じている傾向となっています。 

 

【特に負担に思う子育ての内容（子育ての感じ方別）】 
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４ 第２期涌谷町子ども・子育て支援事業計画の実績及び評価 

４-（１）事業に係る目標事業量の達成状況 

第２期涌谷町子ども・子育て支援業業計画（涌谷町安心子育て支援プラン）において見込なだ

ニーズ量に対する確保の実績及び評価は下表のとおりです。 

 

【第２期涌谷町子ども・子育て支援業業計画の実績】（上段：見込み量 下段：利用実績） 

事業区分※1 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 
Ｒ６年度 

（見込み） 

施
設
型
給
付 

１号認定 
76 人 64 人 58 人 58 人 52 人 

92 人 83 人 69 人 46 人 36 人 

新２号認定 
134 人 127 人 116 人 110 人 107 人 

114 人 133 人 128 人 123 人 91 人 

２号認定 
62 人 58 人 58 人 58 人 58 人 

61 人 18 人 30 人 51 人 63 人 

３号認定 

（０歳児） 

22 人 22 人 20 人 20 人 19 人 

16 人 13 人 14 人 14 人 8 人 

３号認定 

（１～２歳児） 

111 人 106 人 100 人 93 人 86 人 

104 人 100 人 92 人 88 人 78 人 

利用者支援事業 
3 箇所 3 箇所 3 箇所 3 箇所 3 箇所 

2 箇所 3 箇所 3 箇所 3 箇所 2 箇所※２ 

地域子育て 

支援拠点事業 

1,075 人日 1,030 人日 959 人日 901 人日 842 人日 

215 人日 600 人日 688 人日 1,592 人日 1,600 人日 

妊婦健診 
87 人 84 人 75 人 72 人 69 人 

73 人 52 人 49 人 51 人 50 人 

乳児家庭 

全戸訪問事業 

77 人 74 人 66 人 64 人 61 人 

64 人 57 人 46 人 44 人 50 人 

養育支援訪問事業 
67 人 64 人 61 人 58 人 56 人 

94 人 70 人 54 人 46 人 50 人 

子育て短期支援事業 
16 人日 15 人日 14 人日 13 人日 13 人日 

0 人日 0 人日 0 人日 6 人日 6 人日 

ファミリ-・サポ-ト・ 

センター事業 

320 人日 320 人日 320 人日 320 人日 320 人日 

201 人日 281 人日 446 人日 678 人日 750 人日 

一時預かり事業 

（幼稚園型） 

134 人 127 人 116 人 110 人 107 人 

74 人 88 人 83 人 81 人 89 人 

一時預かり事業 

（一般型） 

674 人日 626 人日 576 人日 548 人日 516 人日 

0 人日 216 人日 312 人日 108 人日 50 人日 
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事業区分 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

延長保育事業 
11 人/日 10 人/日 9 人/日 9 人/日 9 人/日 

9 人/日 12 人/日 12 人/日 7 人/日 8 人/日 

病児・病後児保育事業 確保計画なし 

放課後児童クラブ 
202 人 199 人 191 人 176 人 166 人 

200 人 209 人 193 人 201 人 202 人 

※１ 各業業区分の説明については第４部参照 

※２ 基本型と母子保健型をこども家庭センター型に集約 



 

 

 

 

 

第３部 

計画の基本的な考え方 
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１ 基本理念 

涌谷町では、平成 27年３月に「涌谷町・安心子育て支援プラン（涌谷町子ども・子育て支援業

業計画）」、令和２年３月に「涌谷町・安心子育て支援プラン（第２期涌谷町子ども・子育て支援

業業計画）」を策定し、各業業を実施してきましたが、その後も１年間に子どもが生まれる数は減

少が続き、令和５年には 49 人と、平成 27 年の 107 人から大きく減少しています。令和６年３月

末の年少人口（０～14 歳）比率は 8.6％、老年人口（65 歳以上）比率は 40.3％となり、少子高齢

化が加速しています。 

核家族化や共働き世帯の増加が進なでいますが、父子の育休取得割合は 13.1％となっており、

父子の家業・育児参画には課題がみられます。 

アンケート結果からは、保護者が子育てに関する不安や負担を抱えている状況もみられ、家庭

だけで子育てをすることが困難な状況もみられることから、行政や地域社会による支援が引き続

き重要となっています。 

本計画では、これまでの涌谷町・安心子育て支援プランで掲げてきた基本理念である「安心し

て子どもを産み、育てることができる町づくり」を継承し、家族や地域の協力による「みななで

育てよう「わくやっ子」を更に進め、子育て支援施策を推進します。 

 

 

 

みんなで育てよう わくやっ子 
 

安心して子どもを産み、 

育てることができる町づくり 
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２ 基本姿勢 

「安心して子どもを産み、育てることができる町づくり」を目指して、次の基本姿勢をもとに

計画を推進します。 

 

①子どもファーストの視点 

子どもが自分らしくのびのびと健やかに育つためには、子どもの視点に立った取組が重要です。 

子どもの人格や意思を最大限に尊重し、子どもの幸せを第一に考え、常に子どもの視点に立っ

て、支援していきます。 

そのことによって、一人一人の子どもが、自己肯定感を高めながら、それぞれの個性と能力を

活かしていけるよう主体性を身に付け、社会に飛び立っていけるよう支援していきます。 

 

②子育て家庭を支える視点 

子育ての基盤である家庭において、妊娠・出産・子育てに対する保護者の負担、孤独感を和ら

げるよう、支援をしていきます。 

また、保護者自身も子育ての経験を通して成長し、楽しく子育てができるよう、その家庭の成

長を支える支援をしていきます。 

 

③地域全体で子どもやその家庭を支援する視点 

核家族化や共働き世帯の増加、子育ての孤立化が表面化されている中で、社会の担い手となる

子どもの健やかな成長と子育てを支える環境づくりは重要で、家庭だけではなく、社会全体で取

り組なでいかなければなりませな。 

このような社会を構成する地域、企業、保育サービス提供者、ボランティア団体、行政等が連

携し、全ての子どもと子育て家庭を支援していきます。 
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３ 施策の体系 

 

  

１ 

子ども・子育て支援事業 

の充実を目指して 

２ 

特に配慮が必要な家庭への 

支援を目指して 

３ 

「みんなで育てよう 

わくやっ子！」 

を目指して 

４ 

妊娠期から切れ目のない 

子育て支援を目指して 

（１）教育・保育の区分の設定 

（２）施設型給付の充実 

（３）地域型保育給付の充実 

（４）地域子ども・子育て支援事業の充実 

（５）幼児期の教育・保育の質の向上 

（１）児童虐待防止事業の充実 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

（３）配慮が必要な乳幼児等への支援体制

整備 

（４）家庭の経済状況によらない、子ども

の将来の希望の実現 

（１）協働による子育て支援の推進 

（２）子育て情報の発信 

（３）ワーク・ライフ・バランスによる

子育てと仕事の両立支援 

（１）こども家庭センター（母子保健機

能）による支援の充実 

（２）こども家庭センター（児童福祉

機能）による支援の充実 

（３）子育て家庭の経済的負担の軽減 

 

安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
、
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
町
づ
く
り 
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４ 涌谷町・安心子育て支援体制 

涌谷町では、幼稚園、保育所等の教育・保育業業を運営する業業者をはじめ、学校や民生委員・

児童委員等の地域の団体や関形機関と連携強化し、地域で安心して子育てできる体制づくりを推

進します。 

 

 

  

リスク段階によるアプローチ

低

高

妊婦 0歳 18歳 （特別の場合 20歳）
         　涌谷町子育て支援課

～　子どもを守り育む体制（みんなで育てようわくやっ子）　～

ポピュレーションアプローチ

ハイリスクアプローチ

すべての

子どもと家庭へ

の子育て支援と

見守り

それぞれの

機関での

相談支援

心配な子どもと

家庭へのネット

ワーク支援

専門的・

対峙的支援

子 ど も
（０歳から１８歳）

家 庭

福祉課 福祉班 包括支援班
（ ＤＶ 障害 精神 生活保護）

相談支援対象は全住民

宮 城 県 児 童 相 談 所
0歳から18歳（20歳）まで

涌

谷

町

こ

ど

も

家

庭

セ

ン

タ

ー

(

子

ど

も

家

庭

総

合

支

援

拠

点
）
子
育
て
支
援
課

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

調
整
機
関

相談

支援

相

談

支

援

健康課 健康づくり班（母子保健)
相談支援対象は全住民

地域子育て支援拠点

子育て支援センター
保育・療育施設等

幼稚園

小学校

中学校

放課後

学童クラブ

子育てサークル

高等学校

主任児童委員

地 域

医療機関
警 察

社会福祉協議会

教育委員会
主に幼児期～15歳頃

相談

協力

協働

心のケアハウス

放課後学習支援事業

民生委員

涌谷町こども家庭センター

（子育て世代包括支援センター）

NPOアスイク（わくデリ）

子育て応援団

相談支援事業所
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５ 子どもの数の推計 

５－（１）人口推計 

総人口は、令和６年の 14,480 人から減少を続け、令和 11年には 12,810 人と 1,670 人の減少に

なると見込まれます。年少人口、生産人口、老年人口ともに減少していきますが、割合では老年

人口のみ増加となっており、今後も少子高齢化が進なでいく様子が伺えます。 

（単位：人） 

 

資料：住民基本台帳を基に、コーホート変化率法によって算出 

※各年３月末人口（平成 31 年は外国人を含なだ実績値、それ以降は推計値） 

 

５－（２）年少人口推計 

14 歳未満の年少人口の推計をみると、令和６年の 1,239 人から令和 11 年には 895 人と５年間

で 344 人の減少が考えられます。年齢区分別では、令和６年から令和 11 年には０～２歳は 50 人

減、３～５歳では 61人減、６～８歳では 87 人減、９～11 歳では 91 人減、12～14 歳では 55人の

減少が予測されます。 

（単位：人） 

 

資料：住民基本台帳を基に、コーホート変化率法によって算出 

※各年３月末人口（令和６年は実績値）  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

総人口 14,480 14,144 13,808 13,475 13,144 12,810

1,239 1,180 1,105 1,040 958 895

8.6% 8.3% 8.0% 7.7% 7.3% 7.0%

7,411 7,167 6,959 6,743 6,567 6,389

51.2% 50.7% 50.4% 50.0% 50.0% 49.9%

5,830 5,797 5,744 5,692 5,619 5,526

40.3% 41.0% 41.6% 42.2% 42.7% 43.1%

年少人口
（０～１４歳）

生産人口
（１５～６４歳）

老年人口
（65歳以上）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

年少人口
（14歳以下）

1,239 1,180 1,105 1,040 958 895

0～2歳 157 139 138 124 115 107

3～5歳 196 182 154 152 135 135

6～8歳 243 231 224 196 183 156

9～11歳 322 291 270 250 238 231

12～14歳 321 337 319 318 287 266
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６ 教育・保育の提供区域の設定 

６－（１）教育・保育の提供区域の設定 

子ども・子育て支援業業計画では、地域的条件や交通業情、現在の教育・保育の利用状況、教

育・保育を提供するための施設の整備状況などを総合的に勘案して、保護者や子どもが居宅から

容易に移動することが可能な区域を「教育・保育提供区域」として設定することとされています。 

涌谷町では、教育・保育提供区域を１区域に定めます。 

 

分類 事業名 提供区域 

教
育
・
保
育 

教育・保育施設 

町
内
全
域 

地域型保育事業 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業 

③妊婦健康診査 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業 

⑥子育て短期支援事業 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

⑧一時預かり事業 

⑨延長保育事業 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

⑭子どもを守る地域ネットワーク強化事業 

⑮乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

⑯産後ケア事業 

⑰子育て世帯訪問支援事業 

⑱児童育成支援拠点事業 

⑲親子関係形成支援事業 
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第４部 

子ども・子育て支援施策の展開 
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１ 子ども・子育て支援事業の充実を目指して 

１－（１）教育・保育の区分の設定 

教育・保育給付認定には３つの認定区分があり、この区分に応じて、利用できる施設等が決ま

ります。幼児期の学校教育・保育の量の見込みについて、幼稚園、保育所の現在の利用状況及び

利用希望を踏まえて、以下の区分で設定します。 

 

区分 対象 該当する施設 町内の該当施設 

１号 

認定 
３～５歳 専業主婦（夫）等家庭 

幼稚園または 

認定こども園 

幼稚園 

さくらんぼこども園幼稚園部 

認定こども園こどもの丘 

新２号 

認定 

３～５歳 

共働き等で幼稚園等 

を利用する家庭 

幼稚園または 

認定こども園 

幼稚園（預かり保育含む） 

さくらんぼこども園幼稚園部 

認定こども園こどもの丘 

２号 

認定 

共働き等で保育所等 

を利用する家庭 

保育所または 

認定こども園 

涌谷保育園 

涌谷修紅幼稚舎 

認定こども園こどもの丘 

３号 

認定 
０～２歳 共働き家庭等 

保育所または 

認定こども園または 

地域型保育事業所 

涌谷保育園 

涌谷修紅幼稚舎 

さくらんぼこども園保育所部 

認定こども園こどもの丘 

 

 

 

１－（２）施設型給付の充実 

① １号認定 

３～５歳児の家庭で、幼稚園等を希望する認定区分です。 

教育標準時間認定で、各幼稚園・さくらな こども園幼稚園部、認定こども園こどもの丘幼

稚園部が該当施設となります。 

▼量の見込みと確保の方策                           単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 29 22 18 15 14 

確保方策 ② 35 30 28 25 25 

過不足 ②-① 6 8 10 10 11 
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② 新２号認定 

教育標準時間認定の３～５歳児で、保育が必要性で預かり保育を利用するための認定区分で

す。 

教育標準時間認定とは別に施設等利用給付認定を受ける必要があります。 

▼量の見込みと確保の方策                           単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 87 75 76 69 70 

確保方策 ② 105 105 105 105 105 

過不足 ②-① 18 30 29 36 35 

 

 

③ ２号認定 

共働き等家庭の３～５歳児で、保育の必要性がある認定区分です。 

保育所（さくらな こども園保育所部含む）「・認定こども園こどもの丘保育所部が該当施設と

なります。 

▼量の見込みと確保の方策                           単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 41 37 40 38 41 

確保方策 ② 75 75 75 75 75 

過不足 ②-① 34 38 35 37 34 
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④ ３号認定 

共働き家庭等の０～２歳児で、保育の必要性がある認定区分です。 

０歳児と１～２歳児で分けて定めます。保育所（さくらな こども園保育所部含む）、認定こ

ども園こどもの丘保育所部、小規模保育所（地域型保育施設）が該当施設となります。 

▼量の見込みと確保の方策 

■０歳                                    単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 13 13 12 12 12 

確保方策 ② 20 20 20 20 20 

過不足 ②-① 7 7 8 8 8 

 

■１歳                                    単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 43 38 37 35 34 

確保方策 ② 48 48 48 48 48 

過不足 ②-① 5 10 11 13 14 

 

■２歳                                    単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 35 46 41 40 37 

確保方策 ② 58 58 58 58 58 

過不足 ②-① 23 12 17 18 21 
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⑥ ０～２歳児の保育利用率 

０～２歳児の各年度の推計児童人口に占める利用定員の割合（保育利用率）を算出していま

す。 

単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

確保方策 ① 126 126 126 126 126 

 ０歳 20 20 20 20 20 

 １歳 48 48 48 48 48 

 ２歳 58 58 58 58 58 

推計児童数 ② 139 138 124 115 101 

保育利用率 ①÷② 90.6% 91.3% 101.6% 109.6% 124.8% 

 

 

 

⑦ 待機児童数の推移 

平成 30 年以降、待機児童は発生していませな。 

 

 

 

 

１－（３）地域型保育給付の充実 

地域型保育は、市町村による認可業業です。０～２歳児を対象とした定員 19 人以下の施設で、

小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育、業業所内保育が該当業業となります。 

現在、涌谷町では小規模保育業業１業業者が認可されています。（令和６年４月現在休止中） 
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１－（４）教育・保育の確保方策の今後の方向性 

第１部１－（１）「人口の推移」、（５）「世帯構成の状況」から、前回策定時の令和２年に比べて

人口の減少、核家族化が更に進なでいることが分かります。また、「（７）「女性の労働力率」、（８）

「女性の従業上の地位」からは、女性の社会進出が進なでいることが伺え、保育のニーズが高ま

っています。 

一方、育児休業の取得については、「「取得した＋取得中である」の割合が 62.6％となっており、

前回と比較して増加となっています。 

これまでの取組において、０～２歳児の保育ニーズに対しては、涌谷保育園の利用定員の減少

があったものの、新たに小規模保育業業所（子どもの丘保育所）の開所、涌谷修紅幼稚舎の利用

定員増加により確保してきました。 

３～５歳児の保育ニーズに対しては、涌谷保育園、涌谷修紅幼稚舎に加え、幼保連携型認定こ

ども園こどもの丘の開所、町立幼稚園、さくらな こども園幼稚園部での預かり保育業業により

確保もできています。 

今後も、出生数の減少が見込まれることから、就労希望の増による保育所、預かり保育のニー

ズの増加、育児休業制度の普及を勘案しても、全体としては、量の見込みが減少していくと推計

しています。一方で、教育･保育業業を支える幼稚園教諭、保育士の不足が懸念される状況が続い

ています。安定した運営を続けるため、保育士等の処遇改善を図るとともに、魅力ある教育・保

育施設を目指し、体制を整えていきます。 
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１－（５）地域子ども・子育て支援事業の充実 

子ども・子育て支援業業は、子ども・子育て新制度において 19の業業が定められています。そ

れぞれのニーズ量の見込みと確保対策を立てて、業業の実施や加減について検討しています。 

 

① 利用者支援事業 

教育・保育施設や地域の子育て支援業業等の利用について、情報収集を行うとともに、子ど

もや保護者からの利用に当たっての相談に応じ、必要な助言を行い、関形機関との連絡調整等

を実施する業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                          単位：か所 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 2 2 2 2 2 

 基本型 1 1 1 1 1 

 こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

確保方策 ② 2 2 2 2 2 

 基本型 1 1 1 1 1 

 こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

「基本型」  

こども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育・保健その他子育て支援の情報提供を

行う。必要に応じ相談、助言等を行うとともに、関形機関と連絡調整を実施する。 

「こども家庭センター型」 

母子保健と児童福祉が連携して、すべての妊産婦及びこどもとその家庭を対象として、妊

娠期から子育て期にわたるまでの様々な悩み等に円滑に対応するため、専門的な見地から保

健師等が相談支援を実施する。 

■確保の方策 

子育て支援課・健康課において利用者支援業業「こども家庭センター型」を、町立さくらな

 こども園で「基本型」を実施しています。 

そのぼか、涌谷町教育総務課・健康課・福祉課・町内各幼稚園・子育て支援センター等にお

いて、町の業業の利用相談に応じています。今後も引き続き情報提供や相談支援を継続するこ

ととします。 
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② 地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報提供、

助言その他の援助を行う業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                          単位：組/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 1,188 1,015 842 693 594 

確保方策 ② 1,188 1,015 842 693 594 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

子どもの丘子育て支援センター、町立さくらな こども園なかよしルーム、涌谷保育園子育

て支援センターの町内３か所で業業を実施しています。 

現在は平日のみの開催で、フルタイム就労家庭の参加が難しい状況であり、今後は土日開催

等の検討も必要です。３歳以上児の多数は何らかの施設サービスを受けており、子育ての孤立

が懸念される０～２歳児の保護者への関わりが必要です。 

今後も業業を継続しながら、町内で同様の業業に取り組なでいる他団体と連携を図ります。 

 

 

 

③ 妊婦健康診査 

妊娠届の提出時に母子健康手帳と一緒に妊婦健康診査の受診票を配布し、14 回分の妊婦健診

（基本診察、貧血検査、尿検査等）の費用を助成する業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                           単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 41 38 36 34 32 

確保方策 ② 41 38 36 34 32 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

母子健康手帳交付の際に、保健師から妊婦健診の重要性を説明し、今後も受診を促進してい

きます。 
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④ 乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭を保健師や看護師が訪問し、子育て支援に関する情

報提供や養育環境等の把握を行う業業です。また、産後の健康相談や育児相談等も行います。 

▼量の見込みと確保の方策                          単位：人/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 44 41 38 36 34 

確保方策 ② 44 41 38 36 34 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

健康課で実施しており、産後様々な悩みを抱えている子を早期発見する、実績のある業業で

す。問題・課題のある家庭が孤立しないよう支援していくきっかけとなる大切な業業と捉えて

おり、福祉課とも情報を共有しながら、業業を継続していきます。 

 

 

 

⑤ 養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その家庭を訪問し養育に関する指導・助言等を行うこ

とにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                          単位：件/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 51 45 42 39 37 

確保方策 ② 51 45 42 39 37 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

母子手帳交付時や乳児家庭全戸訪問業業等で見つかった養育支援が必要な家庭に対し、保健

師や支援員が訪問・助言等で関わることで、精神的な負担を軽減し適切な養育の実施が確保で

きるよう努めています。児童虐待予防の観点からも重要な業業であり、人材の確保に努め、今

後も業業を継続していきます。 
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⑥ 子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う業業です。業業には、短期入所生活

援助業業（ショートステイ業業）及び夜間養護等業業（トワイライトステイ業業）があります。 

▼量の見込みと確保の方策                         単位：人日/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 5 5 5 4 4 

確保方策 ② 5 5 5 4 4 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

令和４年から近隣の里子家庭と契約し、実施しております。 

ショートステイ業業については、保育士や里子等が必要ですが、確保が困難な状況です。ト

ワイライトステイ業業については、一時預かり業業やファミリー・サポート・センター業業等

との連携による対応を検討していきます。 

今後は、家庭の状況に応じて、県北部児童相談所やみやぎ里子支援センターけやき等と連携

を図り、養育困難な家庭に支援を実施する体制を継続していきます。 

 

 

 

⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

安心して子育てができる環境づくりと児童福祉の向上を目的に、利用会員と協力会員がそれ

ぞれ会員登録し、お互いに信頼関形を築きながら、子どもを預けたり、子どもを預かったり地

域で子育てを支えあう相互援助活動に関する連絡・調整を行う業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                          単位：件/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 714 669 630 580 499 

確保方策 ② 714 669 630 580 499 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

養育環境の社会的な変化に伴い、家庭や子戚のみならず、地域で子育てをサポートしていく

必要があると考え、平成 31 年度から「わくや地域子育て応援団」として本格的に業業を実施し

ています。今後も継続していくと同時に、町民の力による業業運営ができるよう働きかけてい

きます。 
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⑧－１ 一時預かり事業（幼稚園型） 

主として幼稚園等に在籍する満３歳以上の幼児で、教育時間の前後「又は長期休業日等に当該

幼稚園等において一時的に保護する業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                         単位：人日/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 25,402 21,898 22,190 20,146 20,438 

確保方策 ② 26,250 26,250 26,250 26,250 26,250 

過不足 ②-① 848 4,352 4,060 6,104 5,812 

■確保の方策 

保護者が一時的に保育ができない場合や就労等のために保育ができない場合において利用で

きるよう業業を開始しました。ニーズが高まり利用者が増加しているため、児童は減少傾向に

ありますが今後も現在の受け入れ体制を確保しながら、継続し普及を図っていきます。 

 

 

⑧－２ 一時預かり事業（一般型） 

主として保育所・幼稚園等に在籍していない乳幼児を家庭で保育することが一時的に困難と

なった場合に、保育所やその他の場所で一時的に預かり、必要な保護を行う業業です。主とし

て昼間に実施するものです。 

▼量の見込みと確保の方策                         単位：人日/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 131 112 105 90 85 

確保方策 ② 250 250 250 250 250 

過不足 ②-① 119 138 145 160 165 

■確保の方策 

令和２年度から民間保育施設において業業を開始しています。 

出生者数や未就園児の減少が見込まれますが、保育者支援の目的で業業を継続していきます。 
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⑨ 延長保育事業 

保育認定を受けた児童について、通常の利用日及び利用時間帯以外に保育園や認定こども園

で保育を実施する業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                         単位：人日/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 1,391 1,265 1,196 1,083 1,049 

確保方策 ② 1,495 1,328 1,230 1,139 1,066 

過不足 ②-① 104 63 34 56 17 

■確保の方策 

町立さくらな こども園、涌谷保育園、涌谷修紅幼稚舎、認定こども園こどもの丘の４保育

所で、18 時から 18 時 30 分までの 30 分間の延長保育を実施しており、上表は利用を希望して

いる人数の見込みです。 

保育士の確保等の運営体制整備が必要ではありますが、女性の就労率の向上や保育ニーズの

高まりを考慮し、19 時までの保育も検討していきます。 

 

 

 

⑩ 病児・病後児保育事業 

保護者の就労等で子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に、病院・保育所等で病気

の児童を一時的に保育するぼか、保育中に体調不良となった児童への緊急対応及び病気の児童

の自宅に訪問する業業です。 

病児・病後児を病院・保育所等の専用スペース等で一時的に保育する「病児対応型・病後児

対応型」、保育中の体調不良児に対し緊急的に対応する「体調不良児対応型」、看護師等が病児・

病後児の自宅で一時的に保育する「非施設型（訪問型）」に分けられます。 

現在、町内には病児対応型・病後児対応型の実施可能な施設が無いことから、業業の実施に

当たっては整備が必要です。また、体調不良児対応型・非施設型（訪問型）は、業業に従業す

る人材の確保が必要なことから、実施に当たっては十分な検討と準備を行い、提供体制の確保

を検討します。 
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⑪－１ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に

適切な遊び及び生活の場を与えて、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、

自主性・社会性・創造性の向上、基本的な生活習慣の確立と健全な育成を図る業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                           単位：人 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 204 199 185 182 164 

 １年生 44 41 33 40 27 

 ２年生 48 45 42 35 41 

 ３年生 40 48 46 43 35 

 ４年生 31 28 32 31 29 

 ５年生 30 25 22 24 22 

 ６年生 11 12 10 9 10 

確保方策 ② 225 225 225 225 225 

過不足 ②-① 21 26 40 43 61 

■確保の方策 

令和２年度から、旧八雲学童クラブ・旧涌一小学童クラブを統合しわくわくスマイル児童ク

ラブが開所しています。他２クラブ（杉の子児童クラブ・小里箟岳児童クラブ）で定員超過し

た場合は、わくわくスマイル児童クラブを活用することで、全児童クラブで６年生までの保育

を実施します。 

 

 

 

⑪－２ 放課後こども教室 

放課後や長期休業中に小学校の余裕教室を活用して、子どもたちとともに学習やスポーツ・

文化活動、地域住民との交流活動を実施することにより、地域社会の中で心豊かで健やかに育

まれる子どもたちの環境づくりを目指しています。町内全校で実施しており、主な活動内容は、

運営スタッフが企画した遊びや体験活動や、宿題の見守り、自由遊び、図書室でのスタッフ補

助を行っています。 

今後は施設の整備を進めるとともに、全小学校での一体型の実施を進めます。 
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⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等から、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、

文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入や行業への参加に要する費用等を助成する業業

です。 

▼量の見込みと確保の方策                          単位：件/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 24 24 24 24 24 

確保方策 ② 24 24 24 24 24 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

生活保護等低所得世帯を対象に、教材費・行業費等について助成しており、今後も業業を継

続し、対象となる世帯の児童への支援を図ります。 

 

 

 

⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て業業の量的拡大を進め

る上で、多様な業業者の新規参入を支援するぼか、私立認定こども園における特別な支援が必

要な子どもの受け入れ体制を構築し、良質かつ適切な教育・保育等の提供体制の確保を図りま

す。 

本町においては、令和２年度は、子どもの丘保育所の開所支援、令和４年度は幼保連携型認

定こども園こどもの丘の開所に向け支援を行いました。 

民間業業者の業業者の採算性を確保し、安定的な運営が維持できるよう過剰な供給を避ける

必要があります。 

今後も少子化が見込まれるため、需要と供給のバランスを見ながら慎重に検討をしていきま

す。 
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⑭ 子どもを守るための地域ネットワーク支援事業 

市町村が児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応を目的として設置する「要保護児童対策

地域協議会（要対協）」の機能強化のため、調整機関職員や構成する関形機関の専門性強化と、

連携強化を図る業業です。 

 

■確保の方策 

個別のケースに対応する検討会議を開催し、児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応に努

めるとともに、代表者による連絡会議、担当者を対象とする研修等を適宜開催し、連携と専門

性の強化を図ります。 

 

 

 

⑮ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

保育所等において、０歳６ヶ月から満３歳未満の未就園児に適切な遊び及び生活の場を与える

とともに、当該乳児又は幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把握するための当該保

護者との面談並びに当該保護者に対する子育てについての情報の提供、助言その他の援助を行う

業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                         単位：人日/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 23 19 15 12 10 

 0 歳 11 11 10 9 9 

 1 歳 8 5 3 2 1 

 2 歳 4 4 2 1 0 

確保方策 ② 0 19 15 12 10 

過不足 ②-① 23 0 0 0 0 

■確保の方策 

全てのこどもの育ちを応援し、全ての子育て家庭に対する支援を強化して、就労要件を問わ

ず時間単位等で柔軟に利用できるよう業業の普及を図ります。 
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⑯ 産後ケア事業 

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができ

る支援体制の確保を行う業業です。 

▼量の見込みと確保の方策                         単位：人日/年 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ① 20 20 18 18 15 

確保方策 ② 20 20 18 18 15 

過不足 ②-① 0 0 0 0 0 

■確保の方策 

令和３年度から業業を開始しています。出生数は減少していますが、産後にケアやサポート

を必要とする産婦は少なくありませな。ニーズの状況を把握しながら、産後も安心して育児で

きるよう、サポート体制を確保し、継続していきます。 

 

 

 

 

⑰ 子育て世帯訪問支援事業 

訪問支援員が、家業・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケ

アラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家業・子

育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に

防ぐ業業です。 

本町においては、当面、養育支援訪問業業において対応していく予定ですが、対象となる子

育て家庭や妊産婦、ヤングケアラー等の実態把握に努めつつ、必要に応じて実施に向けた提供

体制の検討を行います。 
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⑱ 児童育成支援拠点事業 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所

となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の成成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食業の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメン

トし、関形機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供すること

により、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る業業です。 

本町においては、計画期間において実施予定はありませなが、対象となる児童の実態把握に

努めつつ、必要に応じて実施に向けた提供体制の検討を行います。 

 

 

 

⑲ 親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグ

ループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相

談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相

談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、子子間

における適切な関形性の構築を図ることを目的とする業業です。 

本町においては、計画期間において実施予定はありませなが、対象となる保護者及びその児

童の実態把握に努めつつ、必要に応じて実施に向けた提供体制の検討を行います。 
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１－（６）地域子ども・子育て支援事業の今後の方向性 

核家族化や地域とのつながりの希薄化に伴い、子育ての孤立化が社会問題となっています。涌

谷町においても核家族化が進み、アンケートからも子育てに何らかの手助けが欲しい保護者が多

いことが伺えます。 

幼児教育･保育業業は、多くの保護者が利用していますが、「「育児休業中」や、「一定の期間は子

育てや育児に専念したい」と家庭で育児を行っている家庭も一定数あります。 

また、子育ての比重について、「子どもが病気の時に休む割合」や、「育児休業の取得割合」か

ら、母子に比重が大きく、一方、父子は就労の比重が大きいことが伺えます。また、共働き世帯

では、父子に就労と子育ての両方の比重が大きくかかっていると推察されます。 

さらに、祖父母がいても身体的、精神的負担を心配し、預けることを心苦しいと感じている保

護者も多くなっています。 

これらのことからも、幼児教育・保育業業の整備だけではなく、より細かな単位での子育て支

援も必要になっています。 

“孤育て”を防ぎ、子子がストレスを溜めないよう、気軽に相談したり、リフレッシュのため

に子どもを預けたり、地域での見守りや助け合い等の、子子が安心して過ごせる居場所が必要と

考えます。 

そのために、子育て支援センターやファミリー･サポート・センタ－業業（わくや地域子育て応

援団）のより利用しやすい体制の整備や、乳幼児等通園支援業業の実施、子育てサロンのような

居場所の整備が望まれています。 

また、生まれる前からの子育てを母子保健と児童福祉で一体的かつ包括的に支援するこども家

庭センター「わくやっ子センター」を令和６年４月に設置しました。妊娠期や出産後の不安や子

育てのストレスの緩和について、よりきめ細かに支援していく体制を整え、向上していきます。 

これからもニーズを把握し、必要な社会資源の整備を図るとともに、地域の力を引き出しなが

ら、子育てを支援する町民意識の醸成に努めていきます。 
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１－（７）幼児期の教育・保育の質の向上 

① 質の高い、幼児教育・保育の提供 

本町には、私立の保育所が２か所、町立の幼保一元化施設が１か所、町立の幼稚園が３か所

あります。 

幼児教育は、子どもの生涯にわたる人格成成の基礎を培うために重要なものであると捉えて

おり、今後も、保育士等の人材確保に努め、質の高い教育・保育を提供していく体制を整えて

いきます。 

また、保育士や幼稚園教諭一人ひとりの資質・能力の向上を目指すため、職員の合同研修等

を実施し、学校教育・保育の共通理解や人材育成に努めていきます。 

さらに、民間の保育所等とも連携し、町内全域での質の高い教育･保育の提供に努めます。 

 

 

② 幼児教育・保育施設と小学校との連携の推進 

幼児教育・保育施設において幼児期の教育・保育の充実を図るとともに、小学校への円滑な

接続に努めていく必要があるため、職員の意見交換や交流を通じて小学校との連携を図ってい

きます。 

 

 

③ 町立幼稚園等の再編 

出生者数の減少や保育施設への入所により町立幼稚園の小規模化が一層進むと考えられるこ

とから、子ども同士の人間関形や社会性の育成、望ましい幼児教育の在り方等を踏まえて、令

和７年度末に町立幼稚園３園を閉園してさくらな こども園に統合し、より良い教育環境整備

を進めていきます。 
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２ 特に配慮が必要な家庭への支援を目指して 

２－（１）児童虐待防止事業の充実 

児童虐待は、子どもの心と身体に深い傷を残します。健やかな成長や人格の成成に大きな影響

を与えるだけでなく、次の世代に引き継がれてしまうことで、将来、更に深刻な問題へと拡大す

るおそれがあります。 

このような児童虐待の根を絶ち、次代を担う子どもたちが安心して健やかに成長できる社会を

成作るためには、行政と関形機関・団体の連携はもちろな、家庭や地域住民の互いの協力と積極

的な取組が不可欠です。 

また、「涌谷町虐待防止等対策連絡協議会」を設置し、代表者会議、実務者会議や要保護児童個

別ケース検討会議を開催して対応しています。 

 

取り組みと今後の方向 

① 児童虐待の予防、早期発見の徹底 

令和６年度に開設した涌谷町こども家庭センター「わくやっ子センター」を拠点とし、乳幼

児健診や乳児家庭全戸訪問業業、養育支援訪問業業の実施に加え、町、幼稚園・保育所等の教

育保育施設、学校、地域関形団体、医療機関、民生委員児童委員、警察等との連携強化を図り

ます。同時に、地域住民からの情報を受けやすい環境を整え、ネットワーク化を図り、児童虐

待の予防や早期発見に努めます。「 

また、児童虐待についての講座の開催や広報等による情報提供を行い、町の子どもは町で守

り育てる、「みななで育てようわくやっ子」を合言葉に、地域ぐるみの意識向上を図るとともに、

児童相談所全国共通ダイヤルである「１８９（いちはやく）」の周知を図ります。 

 

② 虐待防止等対策連絡協議会との連携強化による事業推進 

令和５年度から福祉課包括支援班にて「重層的支援体制整備業業」の本格実施、令和６年度

は健康課と子育て支援課にてこども家庭センター「わくやっ子センター」の開設及び業業開始

に至っている。虐待防止等対策連絡協議会には、児童だけでなく高齢者、障害者、DV の４つの

虐待を一体的に位置付けており、今後は重層的支援体制整備業業とこども家庭センターの合同

協議を進めることで、児童虐待による要保護児童及び家族に対する細やかな情報共有と支援の

ため、より連携を強化します。 
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２－（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

ひとり子家庭は育児・家業と就労の両立が困難な場合もあり、また、気軽に相談できる相手が

少なく孤立しやすい面があることから、支援施策は不可欠です。今後も、下記の経済的支援や就

業支援施策等の周知・広報を図り、ひとり子家庭の自立を支援します。 

 

取り組み 今後の方向 

児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭等の生活の安定及び自立の促進と、子どもの福祉の増進を図る

ことを目的とする制度で、今後も対象者への制度周知の徹底に加え、必要に

応じて個人面接等を実施し、自立への支援を継続して実施します。 

母子・父子家庭医療費 

助成制度の実施 

ひとり親家庭等が受診した場合にかかる医療費の一部負担金の一部を助成す

ることにより、経済的負担を軽減します。福祉の増進を図ることを目的とし

た制度であり、今後も対象者への制度周知の徹底を行っていきます。 

ひとり親家庭等への 

各種情報提供と相談の充実 

町の情報に加え、県発行の「ひとり親家庭支援ほっとブック」発行時の案内

等を行い、経済面や育児等で悩みや不安がある場合に関係機関に相談できる

ことを継続的に情報発信し、相談体制を充実します。 

ひとり親家庭等就業・ 

自立支援事業 

ひとり親家庭の親に対し、就業支援や自立支援給付金の給付、弁護士による

無料法律相談等を行う県の事業で、子育てをしながら自立した生活ができる

よう支援します。 

ひとり親家庭支援員 

設置事業 

北部保健福祉事務所に配置のひとり親家庭支援員が、ひとり親家庭及び寡婦

の相談に応じ、自立に必要な指導助言等を行う県の事業です。 

母子父子家庭福祉対策資金 

貸付事業の実施 

母子・父子家庭へ生活に必要な資金を無利子で貸し付けを行うことにより、

ひとり親家庭の福祉の増進を図ります。 

母子父子寡婦福祉資金 

貸付事業 

母子家庭の母及び父子家庭の父並びに寡婦に対し、無利子または低利で資金

の貸付を行う県の事業で、経済的自立や生活の安定、扶養している児童の福

祉向上を図ります。 

ひとり親家庭等へのサービス 

利用支援 

ファミリー・サポート・センター事業や子育て短期支援事業などをひとり親

家庭等が利用しやすいよう情報の提供や利用料金の助成・優先して調整する

等利用支援の拡充を図ります。 
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２－（３）特別支援乳幼児等への支援体制整備 

近年、特別な支援を必要とする児童が増えており、その特性に応じた対策が求められています。

現在、健康課・福祉課等との連携により、特別な支援を必要とする乳幼児の早期発見やその後の

発達に合わせた支援体制を整備しており、今後も継続していきます。 

 

取り組み 今後の方向 

保育士・教諭等の研修促進 

特別な支援が必要な児童の療育、成長への支援、教育にあたり、障がい特性

を理解した適切な相談支援や療育指導ができるように、環境の整備と支援体

制を構築します。 

教育・保育施設、学校と 

健康福祉部門との連携強化 

発育やコミュニケーションに心配のある児童生徒が適正な療育・就学を進め

られるよう、乳幼児全戸訪問及び健康診断等で、特別な支援を必要とする乳

幼児を早期発見に努めます。健康課・福祉課等と連携し、発達に合わせた支

援体制を図り、家族の負担を軽減するための相談・指導体制を今後も充実し

ます。 

教育・保育施設への 

看護職員の配置 

さくらんぼこども園に看護職員を配置しており、今後も継続できるよう人員

の確保に努めます。 

 

２－（４）家庭の経済状況によらない、子どもの将来の希望の実現 

すべての子どもが、生まれ育った家庭の経済社会状況や環境に関わらず、健康で文化的な生活

を送り、未来への希望を持ち実現していくことが望まれます。 

貧困の連鎖を断ち切るには、様々な支援が必要ですが、令和２年度の国における「全国子ども

の貧困調査」の結果を受けて、当町の状況を把握、分析し、今後の施策を検討していきます。 

 

取り組み 今後の方向 

宮城県の「放課後学習サポート

事業」の実施 

ひとり親世帯や支援が必要な子ども達への学習支援事業への繋ぎを行い、「送

迎ができない」等の課題を解決するため、「わくや地域子育て応援団（ファミ

リー・サポート・センター事業）」による送迎支援等複数の制度や社会資源と

つなげる仕組み作りをすすめる等、今後も利用しやすい体制を整備していき

ます。 

子ども食堂の普及 

単に食の提供だけでなく、「食を通じた地域のつながり」、「子どもたちの見守

り機能の強化」、「その子にとっての頼れる大人との出会い」「多世代交流の場」

を目指し、自主的・能動的に活動できる組織や団体の立ち上げ、育成に向け

た支援をしていきます。 

子どもの居場所づくり 

共働き家庭の増加や学校における働き方改革が推進されるなか、放課後や朝

の時間帯の子どもの居場所や見守り機能の確保や充実に向けた体制整備の検

討・実施をしていきます。 
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３ 「みんなで育てよう わくやっ子」を目指して 

３－（１）協働による子育て支援推進 

子育ては家庭や学校だけではなく、地域の子どもたちをみななで育てていくという意識を広げ

るよう、子育て支援の啓発に努めます。 

本町では、積極的な子育てサークルが活動されており、子育て中の保護者のよりどころとなっ

ています。これらの大きな力に後押しされ、「みななで育てよう、わくやっ子！」の機運が高まっ

ていくことが期待されます。 

 

取り組み 今後の方向 

子育て支援ワーキンググルー

プの育成や行政区長ほか地域

住民による支援体制強化 

身近で手軽な子育て支援活動を町民が自ら考え実施できるよう、町から情報

提供等をして、推進します。 

子育てサークル、子育てボラン

ティアとの連携 

子育てサークルやボランティア組織との連携・協力を得ながらわくや地域子

育て応援団、児童クラブ、放課後子ども教室等への支援体制づくりを推進し

ます。 

 

３－（２）子育て情報の発信 

子どもを産み、育てるために、様々な制度やサービスがあります。しかし、必要な時に必要な

情報を得られなければ支援にはつながりませな。涌谷町では、子育てや子どもの成長を自分たち

の喜びとして感じ、子どもたちがいきいきと幸せに育っていくことを願い「涌谷町子育て支援ガ

イドブック（みななで育てようわくやっ子）」を発行するとともに、広報やホームページ等で情報

発信をしています。 

今後、行政サービスのぼか、地域で活動している各団体等と連携を図り地域の子育て情報等、

これまでの広報やホームページのぼかスマートフォンのアプリ機能やＳＮＳ等多様な媒体を活用

し、ホットな子育て支援情報の発信に努めます。 

 

取り組み 今後の方向 

涌谷町子育て支援ガイドブッ

ク（みんなで育てようわくやっ

子）の改訂・発行 

結婚が決まったら、妊娠、出産、育児、入園、入学等必要な時期に必要な制

度やサービスの情報を紙面のほかパソコンやスマートフォンアプリ、ＱＲコ

ードの活用等、手軽に情報が得られる工夫をしていきます。 

多様な媒体での情報発信 
ホームページや広報のほか、ＳＮＳやスマートフォンアプリの活用等、多様

な媒体でホットな情報発信をすすめます。 

子育てサークル、子育てボラン

ティアとの連携 

イベント情報や活動内容等、地域の情報を相互発信できるよう各サークルや

団体等と連携を図っていきます。 
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３－（３）ワーク・ライフ・バランスによる子育てと仕事の両立支援 

女性の社会進出が進み、共働き世帯が増えています。母子の育児負担の軽減のためには、父子

や家族の子育てへの参加も重要になります。 

また、子育てにおいて、男女が協力し合い、子育ての喜びを分かち合うという考え方を、学校、

企業、地域等と連携し、子育て世代や若い世代に伝えていく取組も必要です。 

社会全体でワーク・ライフ・バランスの実現を目指していますが、「職場での育児休業制度が取

りにくい環境」や「制度自体がない」、「子どもが病気の時でも休みにくい」等の意見もあり、働

きやすい環境づくりの整備は今後も継続が必要です。 

また、出産や子育てによって、退職せざるを得ない母子が多いことが課題となっています。子

どもが大きくなってから就労したいとの希望も多く、一時預かりや放課後児童クラブの充実が強

く望まれています。 

今後は、多様な子育て支援体制を整備するとともに、仕業と家庭を両立できるよう、企業や業

業主に対して啓発と協力要請を行い、就労の相談や情報提供等の必要なサポート体制の充実を図

ります。 

 

取り組み 今後の方向 

ワーク・ライフ・バランスを浸

透させる教育の推進 

子育てに関し、家庭内で連携協力体制が築けるよう、町、幼稚園・保育所等

の教育保育施設、学校、企業、地域関係団体と協力し支援します。 

ハローワークと連携した 

職業紹介事業の充実 
子育てしながら働ける仕事についての情報提供を継続的に実施します。 

求職中保護者の保育所利用 
求職中の保護者が求職活動をできるよう、一定の期間、子どもを保育所で預

かり、就業の支援をします。 
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４ 妊娠期から切れ目のない子育て支援を目指して 

４－（１）こども家庭センター母子保健機能による支援 

妊娠期には心身の不調を感じる妊産婦も多いことから、本町では、町民医療福祉センター基本

理念「健やかに生まれ」に基づき、母子健康手帳交付時には、妊婦に寄り添いながら面接による

状況把握をしています。また、出産直後には母子の健康状況把握とケアを目的に新生児訪問を行

い、さらに、養育支援訪問や日々の相談を通じて、すべての乳幼児期にある子育て家庭と会う機

会を設け、きめ細やかな支援に努めています。 

また、乳幼児健診では、子どもの成長発達の状況を確認し、疾病予防や早期発見、保健相談等

を実施しています。 

今後も、妊産婦や子育て中の保護者に寄り添いながら、一人ひとりの想いを大切し、きめ細か

な支援を体系的に実施するため、こども家庭センター母子保健機能を充実し、他部門との連携強

化による切れ目のない子育て支援の推進を図っていきます。 

 

取り組み 今後の方向 

母子手帳交付時の 

状況把握充実 

ＩＣＴを導入して、妊娠期からの記録の効率化を図るとともに、虐待、精神、

発達支援等の部門との情報共有を図ります。 

各種乳幼児健診の充実 

・育児相談の充実 

・発達相談事業の充実 

・個別支援の充実 

新生児訪問指導、４か月児健診、１歳６か月児健診、２歳６か月児歯科健診、

３歳児健診の各種健診と発達相談や個別支援を行っています。また、低所得

の妊婦に対する初回産科受診料助成事業、産婦健康診査、産婦歯科健康診査、

産後ケア事業を開始し、安心して産み育てられる環境の整備を行っています。

今後も子どもと保護者に対してきめ細やかなサポートができるよう、関係者・

関係機関と情報共有・連携し、支援を受けやすい体制づくりを強化します。 

 

 

４－（２）こども家庭センター児童福祉機能の充実 

児童福祉法等の改正に伴い、令和６年４月に涌谷町こども家庭センター「わくやっ子センター」

を開設しました。母子保健部門の「子育て世代包括支援センター」と児童福祉部門の「子ども家

庭総合支援拠点」の機能を維持したまま、体制を一体的にすることで、切れ目のない支援体制を

構築し、児童虐待予防を強化していくことを目指します。母子保健部門と児童福祉部門が協働す

ることで、ポピュレーションからハイリスクまで一貫した支援を継続し「全ての子どもとその家

庭への支援」の拡充を図ります。また、要保護児童対策地域協議会の調整担当も担い、関形機関

との連携・協働を図りながら、児童虐待の対応強化に取り組みます。支援のネットワークを広げ、

子どもと保護者の孤立を防ぎ、「みななで育てようわくやっ子」の実現に向けて取り組みを進めま

す。 
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取り組み 今後の方向 

要保護児童対策地域協議会の

充実 

要保護児童対策地域協議会の調整担当を継続し、協議内容の充実を図るとと

もに、実務研修を開催します。関係機関や支援者の顔の見える関係性構築を

図り、連携を深め、支援対応力の向上を図ります。 

児童虐待予防の啓発 
全国的な児童虐待対応の増加に伴い、涌谷町内でも増加している児童虐待の

負の連鎖を止めるべく、各関係機関と連携し、予防啓発を推進します。 

家庭教育の充実強化 

家庭教育支援について、幼稚園等に出向き「親の学び」の機会を提供します。

また、涌谷町家庭教育支援チーム員のスキルアップを図るとともに、地域の

人材の育成、発掘に努め、保護者にも参加を促し家庭教育の推進を図ります。 

 

４－（３）子育て家庭の経済的負担の軽減 

子育て家庭の経済的負担を軽減し、子どもの健全育成を図るために、児童手当や子ども医療費

助成、各種手当等の業業を実施しており、今後も、業業を継続するとともに、普及促進や啓発を

行い、子育て家庭の経済的負担軽減を図ります。 

 

取り組み 今後の方向 

児童手当の支給 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健

やかな成長に資することを目的とする制度です。令和６年１０月よりライフ

ステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化のため、抜本的拡充が行わ

れました。（①支給期間を高校生年代まで延長②所得制限の撤廃③第３子以降

に係る支給額を月額３万円④支給回数を年３回から年６回（偶数月）に変更） 

申請漏れや手続きの不備がないよう周知徹底を図ります。 

子ども（乳幼児）医療費助成制

度の継続 

高校修了前の子どもまで支給対象年齢を拡充し、さらに、所得制限を撤廃し

保護者の負担軽減を図っています。今後は、事業維持のために制度の在り方

を検討していきます。 

就学援助制度の利用促進 

経済的な理由によって就学が困難と認められる子どもの保護者に対して、学

用品費や給食費等の就学する上で必要な経費の一部を援助する制度です。今

後も制度の周知徹底を図ります。 

実費徴収にかかる補足給付 

低所得世帯等の子どもが、特定教育・保育等又は特定こども・子育て支援を

受けた場合において、保護者が支払うべき実費徴収にかかる費用の一部を補

助することで円滑な利用が図られ、子どもの健やかな成長を支援する。 

妊婦のための支援給付 
妊娠期からの切れ目のない支援を行う観点から、妊婦等の身体的、精神的ケ

ア及び経済的支援を実施します。 



 

 

 

 

 

資料編 

 

  



 

 

 



資料編 

63 

１ 涌谷町子ども・子育て会議要綱 

令和６年４月１日 

要綱第２９号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援に関する審議会その他の合議制の機関として、涌谷町子ども・子育

て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、子ども・子育て支援法において使用する用語の例に

よる。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱又は任命する。 

（１） 子どもの保護者 

（２） 子ども・子育て支援に関する業業に従業する者 

（３） 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（４） その他町長が適当と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、選任された年度の翌年度末までとする。ただし補欠委員の任期は、残任

期間とする。 

２ 委員は、再任されることが出来る。 

（会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に業故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を

代理する。 

（臨時委員） 

第６条 特別の業項を調査審議するため必要があるときは、子ども・子育て会議に臨時委員を置

くことができる。 

２ 臨時委員は、第３条第２項各号に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

３ 臨時委員は、当該特別の業項に関する調査審議が終了した時は、解職されるものとする。 

（会議） 

第７条 会長は、子ども・子育て会議を招集し、その議長となる。 

２ 子ども・子育て会議の会議は、委員及び議業に関形のある臨時委員の過半数が出席しなけれ

ば、開くことができない。 

３ 子ども・子育て会議の議業は、出席した委員及び議業に関形のある臨時委員の過半数をもっ

て決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、会議に関形者の出席を求め、その意見を聴き、又は説

明を求めることができる。 
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（部会） 

第８条 子ども・子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長の指名する者がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の業務を掌理する。 

５ 部会長に業故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから部会長が

あらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののぼか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な業項は、会長が

子ども・子育て会議に諮って定める。 

附  則 

（施行期日） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

２ 涌谷町子ども・子育て会議委員名簿 

 

番号 職 名 氏 名 備 考 

1 1 号委員 髙橋 知佳 保護者代表 

2 1 号委員 齋藤 常浩 保護者代表 

3 1 号委員 中澤 昌子 保護者代表 

4 2 号委員 鎌田 史乃 認定こども園こどもの丘園長 

8 2 号委員 田邊 千恵子 わくわく子どもカフェ副会長 

5 2 号委員 新田 香織 涌谷町園長会代表・さくらな こども園長 

6 2 号委員 内藤 亮 教育総務課長 

7 2 号委員 徳山 裕行 健康課長 

9 3 号委員 菅原 晃敏 涌谷町校長会代表・涌谷第一小学校長 

10 4 号委員 佐藤 浩子 主任児童委員 

（任期：令和６年４月１日から令和８年３月 31日まで） 
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